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最近の医療現場においては諸外国で研究・開発された製品が多数使用されており、日本発の 

医療機器の割合は益々減少して輸入超過の傾向が強まっています。その要因の一つとして、我が

国の企業が有する“優れたものづくり技術”が医療機器開発で活かされにくいことが挙げられて

おり、その理由として 

１） 医療機器が規制産業であること（例、治験及び承認審査に時間がかかる等） 

２） 参入リスクが高いこと（例、人命に直接関わる分野であるため製造責任が重い等） 

３） 医療現場が有する課題・ニーズがものづくり現場に行き届いていないこと 

などが、挙げられています。 

 

このような状況を打開して我国の医療機器産業の活性化を図るため、今般経済産業省では平成

２２年度補正予算の中から３０億円を投じて「課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・ 

企業間の連携支援事業」を開始することとなりました。 

本事業においては、上記のような医療現場にニーズがありながら未だ医療機器として開発・製品

化され医療現場に供給されていない医療機器に特にスポットを当てて（課題解決型）、医療機関

と企業が一体となってそれらを発掘し、実際に開発・製品化、又は機器の改良を実施することを

支援します。 特に本事業では、従来の医療機器研究開発補助金においては充当されなかったよ

うな臨床関連経費（研究開発成果の事業化のために必要な臨床研究経費、治験経費（薬事相談経

費等））を事業費として計上出来ることなど、医療機器を開発する上で必要な要件をしっかりと

取り入れて実際に物づくりを実施する者の立場にとってきめ細かな支援が受けられるように工

夫されています。 

 

図らずも、本事業の有識者（外部委員）委員会委員長を仰せつかりましたので、日本医学会会

長並びに関係省庁のご承諾を得て、ここに本事業の応募対象者として期待されます貴学会の会員

に広くお知らせすることにより、より広範な医療機器開発課題の応募を促すことにいたしました。

本事業の詳細に関しましては、平成２３年１月２４日より経済産業省ホームページ

（http://www.meti.go.jp/information/data/c110124aj.html）に掲載されておりますので是非

ともご覧頂きまして、 周辺の医療関係者や関連企業の方々にお声掛けして頂きまして、常日頃

より先生方が思い浮かべておられた「医療現場で真に必要としている医療機器の開発、または改



良」をご提案頂ければ幸甚です。また、特色ある技術を有しながら医療関係者との接点がないこ

とから医療機器への応用を断念していました中小企業などに対しても、当該技術の応用が有望と

思われる医学・歯学・薬学領域、或いは健康医科学など広範な領域で構成されます医療生活産業

に関わる専門家としてご紹介して頂き、 有用な医療機器が積極的に研究・開発されますように

願っております。なお本事業では、本年３月末を目途に３０課題程度を採択して事業を開始し、

平成２４年２月末までに一定の成果を出して頂くことが期待されております。 

 

以上、「課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連携支援事業」公募開始を 

お知らせいたしますと伴に、今後の我国の医療機器産業の活性化の為にご理解を賜りまして、貴

学会会員の皆様方からのご応募を期待しております。 
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